
ヤマハの知財戦略：無形資産の最大化と次世

代イノベーション基盤の構築に関する構造的

分析 
 

エグゼクティブサマリ 
1. 経営戦略と無形資産戦略の高度な融合による企業価値の再定義 ヤマハ株式会社における知的
財産戦略は、単なる法的権利の取得や防衛という限定的な枠組みを超越し、企業の持続的な成長

と競争優位性を担保するための中核的な無形資産戦略として明確に位置づけられている。同社が

発行する「統合報告書2025」において、知的財産は人材、ブランド、デザインと並び、中長期的な企
業価値の向上に欠かせない極めて重要な要素として定義されている。この方針は、前中期経営計

画「Make Waves 2.0」のもとで推進された特許ポートフォリオ開発プロセスの改革を基盤としており、
2025年4月1日を開始日として始動した新中期経営計画「Rebuild & Evolve」（対象期間：2025年4
月〜2028年3月）へとシームレスに継承されている。同計画では、「強固な事業基盤の再構築」と「未
来を創る挑戦」を主軸方針として掲げており、事業利益率13.5%（目標）、売上3年CAGR 5%（目標）、
総還元性向50%以上（目標）、ROE 10%（目標）という財務指標の達成を目指すことが示されている。
知財部門は、企画・開発から製造、マーケティング、そして顧客体験の創出に至るバリューチェーン

の全領域に深く関与し、AI技術等の先端領域において生み出される新たなソリューションや社会課
題の解決に寄与する無形資産群を戦略的に管理・運用する体制を構築している。このような包括的

かつ全社的なアプローチは、同社が楽器事業において確立しているグローバルシェアNo.1という強
固なポジションを維持・拡大するための不可欠な経営インフラとして機能していることが確認できる1。 

2. 知的財産ポートフォリオのグローバルな構造的変遷と最適化動向 同社の知的財産ポートフォリオ
は、グローバル事業の展開地域と技術開発の重点領域を反映した大規模かつ多面的な構成を有し

ている。公式開示資料から得られる保有件数の推移を検証すると、「統合報告書2024（英語版）」に
おいて、2024年3月31日時点の特許保有件数は日本国内が2,744件（実績）、海外が8,667件（実績）
として報告されていた。さらに、製品の視覚的価値を保護する意匠権は国内569件（実績）、海外
1,044件（実績）、ブランドアイデンティティを構成する商標権は国内2,035件（実績）、海外2,630件
（実績）に上り、多大なリソースが投下されていることが示されていた。これに対し、次年度にあたる

「サステナビリティレポート2025（英語版）」における2025年3月31日時点のデータ開示では、特許お
よび実用新案の合計保有件数として、日本国内が2,012件（実績）、米国・欧州・中国等の主要市場
を中心とする海外が2,635件（実績）、グローバル全体で4,676件（実績）となっている。この数値上の
顕著な変化は、技術動向の急激な変化や事業戦略の再編に伴う特許網の精査、維持年金の費用

対効果を厳格に評価したポートフォリオの意図的な最適化、あるいは集計基準の変更等が実行され

たことを強く示唆するものである。一方で、同社はデザインを製品の差異化を図るための重要な要素

と位置づけており、適切な保護と活用を推進する方針を継続して示している。また、これらの知財創

出活動に関する総合的な実績は外部機関からも高く評価されており、2024年3月12日付のニュース
リリースにおいて、世界の革新的な企業を対象とする「Clarivate Top 100 グローバル・イノベーター



2024」に選出されたことが発表され、国際的な技術競争力の高さが客観的に証明されている3。 

3. グローバル市場における厳格な権利行使とデジタルアセットの防衛 知的財産の保護領域におい
て、同社は自社の無形資産に対する侵害行為に対して極めて厳格かつ毅然とした態度で臨む方針

を具体的な行動を通じて明確に示している。特に、主力市場の一つであり、同時に模倣品リスクの高

い中国市場においては、多角的な法的手段を駆使した自社権利の防衛を戦略的に展開している。

2024年1月29日には、中国におけるPA（Public Address）アナログミキサーの模倣品生産および販
売業者に対する民事訴訟において勝訴した事実が公表された。さらにその追求は民事上の経済的

救済にとどまらず、2025年6月13日付の発表では、同製品の模倣品製造・販売・物流に組織的に関
与した業者3社に対して刑事判決が確定したことが報告されている。この一連の措置は、悪質な権利
侵害に対して刑事摘発をも辞さない同社の強硬な姿勢を市場に知らしめるものであり、今後の潜在

的な侵害行為に対する強力な抑止力として機能する。また、デジタル楽器の領域においては、中国

の楽器メーカーであるMedeli Electronics Co., Ltd.に対して提起した著作権侵害訴訟が特筆される。
同社は、ポータブルキーボードやデジタルピアノに内蔵されている自動伴奏機能の中核をなす「スタ

イルデータ」が無断で複製・利用されたと主張し、このデータが著作物として法的保護の対象となるこ

とを実証した。この対応は、伝統的なハードウェアの特許・意匠保護のみならず、ソフトウェアやデジ

タルデータといった現代的な無形資産の防衛においても、同社が先進的かつ網羅的な法的戦略を

実行していることを明白に示している4。 

4. 次世代技術の創出を牽引する研究開発拠点の拡充とオープンイノベーション 次期成長を牽引す
る革新的な技術と顧客体験の創出に向けて、同社は研究開発（R&D）インフラの抜本的な拡充と、外
部クリエイターとのオープンイノベーションを促進する拠点整備を強力に推進している。同社の研究

開発部門は「人」「モノ」「人とモノを結ぶ」の3つの研究領域を設定し、「AI・機械学習」「音楽情報処
理・信号処理」「感性工学」「シミュレーション・計測」「音響デバイス・素材」「ヒューマンインターフェイ

ス」という6つの先端技術分野において、VXD（音声トリガーによるバスドラム演奏技術）や楽譜AI技
術など、技術と感性を融合させた先駆的なソリューションの開発を進めている。これらの開発を加速

させるため、従来の社内中心の研究体制に加え、首都圏の主要都市に新たなブランド発信および研

究開発のサテライト拠点を構築する方針を2023年12月22日に発表した。その具現化として、横浜み
なとみらい地区においては2021年4月から建設が進められていた「横浜シンフォステージ」が2024年
3月末に竣工し、同年5月9日に稼働を開始した。同施設には演奏計測システムや試奏用防音室等
が導入されている。さらに、渋谷地区においては2024年11月15日に「Yamaha Sound Crossing 
Shibuya」がオープンした。同施設は一般公開されるブランド体験施設「LAB」と、一般非公開の研究
開発サテライト施設「LOUNGE」で構成されており、ミュージシャンやクリエイターとの密接な共創を通
じて音楽のトレンド創出やイノベーションを推進する実践的なプラットフォームとして機能している8。 

5. サステナビリティ経営と知的財産戦略の統合による長期的価値の創出 同社において、知的財産
戦略は環境・社会・ガバナンス（ESG）を重視するサステナビリティ経営の根幹と不可分に結びついて
いる。「サステナビリティレポート2025」によれば、同社は事業を通じた社会課題の解決を果たすた
め、環境、社会、文化、人材の各領域においてマテリアリティ（重要課題）を特定している。知的財産

は「社会（S）」および「文化」の領域に位置づけられており、事業価値の長期的保護だけでなく、音楽
文化の普及や社会課題の解決に直結する要素として認識されている。これらの推進状況は、サステ

ナビリティ委員会の下部組織である「社会・文化貢献部会」によって継続的にモニタリングされてお

り、全社的なガバナンス体制の中に知財の視点が組み込まれている。さらに、2023年3月期からは



役員報酬（譲渡制限付株式報酬）の評価指標にサステナビリティ目標が組み込まれており、経営陣

のコミットメントが制度的に担保されている。持続可能性の観点からは、「おとの森活動」を通じたタン

ザニアにおける年間2万本の苗木植栽（計画/実績）や、サステナビリティに配慮した木材使用率80%
（実績）といった環境（E）保護への取り組みと並行し、バリューチェーンにおける人権尊重としてサプ
ライヤー60社に対する実地監査（実績）が実施されている。文化領域では、音楽を通じて人と人がつ
ながる場を創出する活動（Community Building with Music）が1.2万回（実績）開催され、スクールプ
ロジェクトの累計参加児童数が700万人（実績）に達するなど、知的財産を通じた技術革新が製品の
サステナビリティ向上と社会貢献に寄与する強力な好循環を生み出している4。 

Evidence Index 
 

発行体 文書名/ページ
名 

発行日/公開日 種別 URL 

ヤマハ株式会

社 
臨時報告書 2024/09/03 法定開示 https://disclosu

re2dl.edinet-fs
a.go.jp/searchd
ocument/pdf/S
100UBDZ.pdf 

ヤマハ株式会

社 
統合報告書

2025 
2025/02/06 (参
照日) 

統合報告書 https://www.ya
maha.com/ja/ir/
library/publicati
ons/pdf/an-202
5_print.pdf 

ヤマハ株式会

社 
統合報告書

2025（英語版） 
2025/02/06 (参
照日) 

統合報告書 https://www.ya
maha.com/en/i
r/library/publica
tions/pdf/an-2
025e-view.pdf 

ヤマハ株式会

社 
統合報告書

2024（英語版） 
2024/02/06 (参
照日) 

統合報告書 https://www.ya
maha.com/en/i
r/library/publica
tions/pdf/an-2
024e.pdf 
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ヤマハ株式会

社 
サステナビリ

ティレポート

2025 

2025/02/06 (参
照日) 

公式IR https://www.ya
maha.com/ja/s
ustainability/do
wnload/pdf/sr_
2025_ja.pdf 

ヤマハ株式会

社 
サステナビリ

ティレポート

2025（英語版） 

2025/02/06 (参
照日) 

公式IR https://www.ya
maha.com/en/s
ustainability/do
wnload/pdf/sr_
2025_en.pdf 

ヤマハ株式会

社 
2026年3月期 
第3四半期決算
短信〔IFRS〕（連
結） 

2026/02/04 決算短信 https://www.ya
maha.com/ja/ir/
library/flash-re
port/pdf/2026q
3_tanshin_yam
aha.pdf 

ヤマハ株式会

社 
2025年3月期業
績資料 

2025/05/08 決算説明資料 https://www.ya
maha.com/ja/ir/
library/present
ations/pdf/perf
ormanceoutlin
e25-4q.pdf 

ヤマハ株式会

社 
ニュースリリー

ス（PAアナログ
ミキサー模倣品 
刑事判決） 

2025/06/13 公式ニュース https://www.ya
maha.com/ja/n
ews_release/2
025/25061301/ 

ヤマハ株式会

社 
ニュースリリー

ス（PAアナログ
ミキサー模倣品 
民事訴訟） 

2024/01/29 公式ニュース https://www.ya
maha.com/ja/n
ews_release/2
024/24012901/ 

ヤマハ株式会

社 
ニュースリリー

ス（横浜シン

フォステージ竣

工） 

2024/04/16 公式ニュース https://www.ya
maha.com/ja/n
ews_release/2
024/24041601/ 
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ヤマハ株式会

社 
ニュースリリー

ス（R&D拠点整
備） 

2023/12/22 公式ニュース https://www.ya
maha.com/ja/n
ews_release/2
023/23122201/ 

ヤマハ株式会

社 
ニュースリリー

ス（Yamaha 
Sound 
Crossing 
Shibuya） 

2024/11/14 公式ニュース https://www.ya
maha.com/ja/n
ews_release/2
024/24111401/ 

ヤマハ株式会

社 
ニュースリリー

ス（ブランド

ショップ 横浜シ
ンフォステージ） 

2023/08/29 公式ニュース https://www.ya
maha.com/ja/n
ews_release/2
023/23082901/ 

ヤマハ株式会

社 
ニュースリリー

ス（Clarivate 
Top 100 選出） 

2024/03/12 公式ニュース https://www.ya
maha.com/ja/n
ews_release/2
024/24031201/ 

ヤマハ株式会

社 
研究開発拠点

紹介ページ 
2026/02/06 (参
照日) 

公式ページ https://www.ya
maha.com/ja/a
bout/research/ 

IPO 2024 Top 300 
Patent Owners 
List 

2025/01/15 調査レポート https://ipo.org/
wp-content/up
loads/2025/01/
2024-Top-300
-Patent-Owner
s-List.pdf 

主要案件クロノロジー 
 

案件名 Announc
ement 

Effective 
(Event) 

Completi
on / 
Closing 

Start 状態ラベ

ル 
根拠 

https://www.yamaha.com/ja/news_release/2023/23122201/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2023/23122201/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2023/23122201/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2023/23122201/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2023/23082901/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2023/23082901/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2023/23082901/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2023/23082901/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24031201/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24031201/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24031201/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24031201/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://ipo.org/wp-content/uploads/2025/01/2024-Top-300-Patent-Owners-List.pdf
https://ipo.org/wp-content/uploads/2025/01/2024-Top-300-Patent-Owners-List.pdf
https://ipo.org/wp-content/uploads/2025/01/2024-Top-300-Patent-Owners-List.pdf
https://ipo.org/wp-content/uploads/2025/01/2024-Top-300-Patent-Owners-List.pdf
https://ipo.org/wp-content/uploads/2025/01/2024-Top-300-Patent-Owners-List.pdf
https://ipo.org/wp-content/uploads/2025/01/2024-Top-300-Patent-Owners-List.pdf


横浜シン

フォス

テージ 建
設工事 

調査範囲

内では確

認できず 

調査範囲

内では確

認できず 

2024年3
月末 

2021年4
月 

完了 10 

首都圏に

おける新

価値創造

（R&D）拠
点整備方

針 

2023年12
月22日 

調査範囲

内では確

認できず 

調査範囲

内では確

認できず 

調査範囲

内では確

認できず 

計画 11 

PAアナロ
グミキ

サー模倣

品 民事訴
訟（中国） 

2024年01
月29日 

調査範囲

内では確

認できず 

調査範囲

内では確

認できず 

調査範囲

内では確

認できず 

完了 7 

Clarivate 
Top 100 
グローバ

ル・イノ

ベーター

2024 選
出 

2024年
03月12日 

調査範囲

内では確

認できず 

調査範囲

内では確

認できず 

調査範囲

内では確

認できず 

完了 5 

横浜シン

フォス

テージ 開
業 

2024年
04月16日 

調査範囲

内では確

認できず 

調査範囲

内では確

認できず 

2024年5
月9日 

稼働 10 

ヤマハ発

動機株式

会社の株

式売却に

伴う特別

利益計上 

2024年
09月03日 

調査範囲

内では確

認できず 

2024年
09月02日 

調査範囲

内では確

認できず 

完了 13 

Yamaha 
Sound 

2024年11
月14日 

調査範囲

内では確

調査範囲

内では確

2024年11
月15日 

稼働 9 



Crossing 
Shibuya 
施設オー

プン 

認できず 認できず 

新中期経

営計画「

Rebuild & 
Evolve」の
適用 

調査範囲

内では確

認できず 

調査範囲

内では確

認できず 

調査範囲

内では確

認できず 

2025年4
月1日 

稼働 1 

PAアナロ
グミキ

サー模倣

品 刑事判
決確定

（中国） 

2025年
06月13日 

調査範囲

内では確

認できず 

調査範囲

内では確

認できず 

調査範囲

内では確

認できず 

完了 6 

組織・施設スナップショット（As-of 2026/02/20） 
本セクションでは、一次情報に基づくヤマハ株式会社の研究開発等に関する組織および拠点の現況

を整理する。 

研究組織・分野テーブル 
公式ページにおいて、先端技術の探求を目的として定義されている研究領域および先端技術分野

は以下の通りである。これらは「人」「モノ」「人とモノを結ぶ」の3つの研究領域内に配置されている。 

 

分野名（公式表記） 根拠ページ名 URL 

AI・機械学習 研究開発拠点紹介ページ https://www.yamaha.com/ja
/about/research/ 

音楽情報処理・信号処理 研究開発拠点紹介ページ https://www.yamaha.com/ja
/about/research/ 

感性工学 研究開発拠点紹介ページ https://www.yamaha.com/ja
/about/research/ 

https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/


https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24041601/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24041601/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24041601/


1. コーポレート戦略における「無形資産」の戦略的定義と位置づけ 
ヤマハ株式会社は、競争が激化するグローバル市場において持続可能な競争優位性を確立するた

めの根幹として、目に見えない資産の戦略的蓄積と活用に経営資源を集中させている。同社が発行

する「統合報告書2025」によれば、知的財産は人材、ブランド、およびデザインと並んで、中長期的
な成長に欠かせない「無形資産」として明確に定義されている。この方針は、単に発明や意匠を特許

庁等の行政機関に出願・登録する形式的な手続きの枠を超え、企業の価値創造プロセス全体を牽

引する中核的な機能として知財部門が機能していることを示唆する。同社の事業構造は、伝統的な

アコースティック楽器の設計・製造から、高度な電子制御を伴う音響機器の開発、さらに音楽・音響

を通じた体験価値の提供に至るまで極めて広範に及んでおり、各プロセスにおいて「技術×感性」を
融合させることが同社の最大の強みとされている。この強みを毀損することなく、グローバル市場に

おいて楽器事業のシェアNo.1という強固なポジションを維持・発展させるため、無形資産の保護と強
化が事業戦略の根底に据えられている1。 

さらに、前中期経営計画である「Make Waves 2.0」の実行期間を通じて、同社は特許ポートフォリオ
の開発プロセスに関する抜本的な改革を推進してきたことが「統合報告書2024（英語版）」等におい
て確認できる。このプロセス改革は、単なる出願件数の拡大を目的としたものではなく、自社のコア

技術が事業ポートフォリオのどこに位置づけられ、いかにして競合他社に対する強固な参入障壁を

構築するかという、戦略的かつ質的な最適化を企図したものであると推察される。経営陣の強力なコ

ミットメントのもとで実行されたこれらの取り組みは、2025年4月より始動した新中期経営計画へと
シームレスに引き継がれ、次なる企業価値向上のフェーズにおける重要な推進力として機能してい

る2。 

2. 新中期経営計画「Rebuild & Evolve」の目標と事業ポートフォリオ 
同社は、経営環境の急激な変化や市場構造の転換に機敏に対応するため、2025年4月1日を開始
日とする新たな中期経営計画「Rebuild & Evolve」（対象期間：2025年4月～2028年3月）を策定・適
用した。「統合報告書2025」によれば、本計画の主眼は「強固な事業基盤の再構築」と「未来を創る
挑戦」の二本柱に置かれている。この目標を財務的成果として具現化するため、同社は事業利益率

13.5%（目標）、売上3年CAGR（年平均成長率）5%（目標）、総還元性向50%以上（目標）、そして資
本効率の指標であるROE（自己資本利益率）10%（目標）という野心的なKPIを設定している。これら
の数値は、単なるコスト削減や価格転嫁に依存するのではなく、高付加価値製品の継続的な投入

や、ソフトウェア・AI技術を組み込んだ新たなソリューションの提供を通じたトップラインの引き上げ
と、利益率の抜本的な改善を同時に達成する意図を示している1。 

これらの目標を支える現在の事業ポートフォリオの構成状況を明確にするため、以下のテーブルに

2025年3月期における主要な財務実績および市場シェア等のデータを示す。 

指標（一次情報

の表記名） 
数値・単位 対象期間 区分 出典 



売上収益 462,100百万円（
=4,621億円） 

2025年3月期 実績 2025年3月期業績
資料 

事業利益 36,700百万円（
=367億円） 

2025年3月期 実績 2025年3月期業績
資料 / 統合報告書
2025 

楽器事業 セグメ
ント別売上 

296,100百万円（
=2,961億円） 

2025年3月期 実績 2025年3月期業績
資料 

音響機器事業 
セグメント別売

上 

147,800百万円（
=1,478億円） 

2025年3月期 実績 2025年3月期業績
資料 

その他の事業 
セグメント別売

上 

18,200百万円（
=182億円） 

2025年3月期 実績 統合報告書2025 

ピアノ グローバ
ルシェア（金額

ベース） 

39% 2025年3月期 実績 統合報告書2025 

デジタルピアノ 
グローバルシェ

ア（金額ベース） 

48% 2025年3月期 実績 統合報告書2025 

ポータブルキー

ボード グローバ
ルシェア（金額

ベース） 

48% 2025年3月期 実績 統合報告書2025 



管楽器 グローバ
ルシェア（金額

ベース） 

32% 2025年3月期 実績 統合報告書2025 

楽器全体 グロー
バルシェア（金

額ベース） 

26% 2025年3月期 実績 統合報告書2025 

このデータが示す通り、楽器事業が全社売上の過半（構成比64.1%）を占めており、特にデジタルピ
アノやポータブルキーボードにおいて48%という極めて高いグローバルシェアを獲得している。この
圧倒的な市場占有率は、単なる製造能力や販売網の強さだけでなく、音響信号処理や鍵盤のアク

ション機構といった中核技術が、特許権や意匠権といった知的財産によって強固に保護され、他社

の追随を許さない技術的障壁として機能している結果であると分析できる1。 

3. 最新の財務業績と資本政策：事業利益と特別利益の構造 
As-of 2026/02/20において参照可能な最新の法定開示情報に基づき、同社の直近の業績推移と財
務状態を検証する。2026年2月4日に提出された「2026年3月期 第3四半期決算短信〔IFRS〕（連結）」
（代表執行役社長 山浦 敦）によれば、当第3四半期の連結累計期間（2025年4月1日～2025年12月
31日）における売上収益は341,014百万円（＝3,410.14億円、実績）、事業利益は25,135百万円（＝
251.35億円、実績）、営業利益は24,403百万円（＝244.03億円、実績）、そして親会社の所有者に帰
属する四半期利益は20,189百万円（＝201.89億円、実績）として報告されている。特筆すべき財務上
の変動要因として、2024年9月3日に提出された臨時報告書に記載の通り、同社はヤマハ発動機株
式会社が実施する普通株式の売出しに売出人の一社として参加し、保有する同社普通株式の一部

を売却する決定を行った。当社から引受人への売却価格が2024年9月2日に決定されたことに伴
い、2025年3月期の個別決算において投資有価証券売却益20,467百万円（＝204.67億円、実績）を
特別利益として計上する方針が示されていた。このような保有資産の流動化は、研究開発や知財創

出といった将来の成長資金を確保するための戦略的な資本アロケーションの一環として解釈でき

る。ただし、これら各期のイノベーション投資の直接的指標となる研究開発費に関する厳密な当期実

績額・計画額については、{2026/02/20}時点で、有報（直近FY）・決算短信（直近4四半期）・統合報
告書（直近版）・公式IR/公式ニュース（直近24ヶ月）を確認した範囲では、当該情報を一次情報として
特定できない（調査範囲内では確認できず）13。 

4. 知的財産ポートフォリオのグローバル展開と構成比の変遷 
同社のグローバル戦略を強固に下支えする知的財産ポートフォリオは、国際的な競争環境の変化

に即応する形で継続的な最適化が図られている。「統合報告書2024（英語版）」の開示に基づき、
2024年3月31日時点における同社の権利保有状況を概観すると、極めて多岐にわたる無形資産が
維持管理されていたことが確認できる。 



知的財産権

の種類（一次

情報の表記

名） 

領域 保有件数 対象期間 区分 出典 

Patents（特
許） 

Japan（日本） 2,744件 2024年3月31
日時点 

実績 統合報告書

2024（英語版） 

Patents（特
許） 

Overseas（海
外） 

8,667件 2024年3月31
日時点 

実績 統合報告書

2024（英語版） 

Design 
Rights（意匠
権） 

Japan（日本） 569件 2024年3月31
日時点 

実績 統合報告書

2024（英語版） 

Design 
Rights（意匠
権） 

Overseas（海
外） 

1,044件 2024年3月31
日時点 

実績 統合報告書

2024（英語版） 

Trademarks
（商標権） 

Japan（日本） 2,035件 2024年3月31
日時点 

実績 統合報告書

2024（英語版） 

Trademarks
（商標権） 

Overseas（海
外） 

2,630件 2024年3月31
日時点 

実績 統合報告書

2024（英語版） 

海外における権利件数が国内を大きく上回っている事実は、同社がグローバル市場における事業

展開を前提とし、各国の多様な法的枠組みに適合した保護網の構築に多大な投資を行っていること

を明確に示している4。 

一方で、その翌年度にあたる「サステナビリティレポート2025（英語版）」における2025年3月31日時
点のデータ開示を参照すると、ポートフォリオの構成数値に顕著な変化が確認される。同資料によれ

ば、日本国内において保有する特許および実用新案（patents and utility models for practical use）



の合計件数は2,012件（実績）と記載されている。同時に、米国、欧州、中国等の主要市場を中心と
する海外での保有件数は2,635件（実績）であり、これを合算したグローバル全体での保有件数は
4,676件（実績）として報告されている。この2024年3月末時点（特許合計11,411件相当）から2025年3
月末時点（特許・実用新案合計4,676件）にかけての保有件数の劇的な変動は、過去の出願群の権
利満了に伴う自然減に留まるものではない。これは、新中期経営計画の策定に伴う事業ポートフォリ

オの見直しや、技術的な陳腐化が生じた休眠特許の放棄、あるいは維持コストと事業的価値のバラ

ンスを厳格に評価した上での意図的な権利の取捨選択（ポートフォリオの最適化）、または集計対象

の定義変更が実行された可能性を強く示唆している。この規模の件数であっても、同社はデザインを

製品の差異化における重要な要素と位置づけており、適切な保護体制を維持している3。 

5. Clarivate Top 100選出に見る特許の質的評価 
同社が保有する知的財産ポートフォリオの価値は、自社による自己評価にとどまらず、外部の客観

的指標によっても高く評価されている。2024年3月12日付のニュースリリースにおいて、同社は世界
の革新的な企業トップ100を選出する「Clarivate Top 100 グローバル・イノベーター2024」に選定さ
れたことを発表した。この選定は、特許データの分析を通じて、対象企業の技術開発がどれだけ革

新的であり、かつグローバル市場において影響力を持っているかを評価するものである。特許の保

有件数という量的な指標だけでなく、他社からの引用頻度に示される影響力、特許査定率に表れる

成功率、そして世界主要市場での権利化の広がりという質的な側面が総合的に評価された結果で

ある。これは、同社の研究開発投資が単なる技術的興味の追求に終わらず、実際に市場で高い価

値を生み出し、他者の技術開発にも影響を与えるような強力な無形資産へと変換されていることを

裏付ける重要なエビデンスとして機能している5。 

6. アジア市場における権利防衛：中国PAミキサー模倣品事案の経緯 
同社は、自社の研究開発投資の結実である知的財産を不当に侵害する行為に対して、国際的な法

域を越えて極めて厳格かつ断固とした措置を講じている。特に、市場規模が巨大でありながら模倣

品のリスクが恒常的に存在する中国市場においては、長年にわたり多角的な防衛戦略を展開してき

た。その代表的な事例として、PA（Public Address）アナログミキサーの模倣品問題に関する一連の
法的措置が挙げられる。2024年1月29日付のニュースリリースにおいて、同社は中国におけるPAア
ナログミキサーの模倣品生産および販売業者に対する民事訴訟を提起し、勝訴した事実を発表し

た。この民事上の救済措置による損害賠償の獲得や製造・販売の差し止めは、第一段階の対応とし

て重要な意味を持つが、同社はそれにとどまらず、悪質な侵害行為の根絶に向けたさらなる追求を

行っている7。 

2025年6月13日付の発表では、同製品の模倣品製造・販売・物流に組織的に関与していた業者3社
に対して、刑事判決が確定したことが報告された。単なる経済的な制裁である民事訴訟から、国家

権力による処罰を伴う刑事事件としての立件・有罪確定へと至ったこの一連の流れは、自社のブラ

ンド価値や製品の安全性・信頼性を損なう行為を決して容認しないという同社の強硬な姿勢を内外

に広く周知するものである。模倣品は同社の収益機会を奪うだけでなく、粗悪な品質によってヤマハ

ブランドに対する顧客の信頼を著しく毀損するリスクを孕んでいる。したがって、刑事摘発をも辞さな

いこの徹底した権利行使は、単なる法的対応を超えたブランド防衛戦略の核心であり、将来の潜在

的な侵害行為に対する強力な抑止力として機能するものである6。 



7. デジタルアセットの保護：ソフトウェアおよびスタイルデータの著作権戦略 
特許や商標といった伝統的な産業財産権の保護に加え、同社はデジタルデータの著作権保護という

現代的な課題にも果敢に挑戦し、重要な法的判断を引き出している。「統合報告書2024（英語版）」
によれば、同社は中国の楽器メーカーであるMedeli Electronics Co., Ltd.に対して著作権侵害訴訟
を提起した。この訴訟の核心は、同社が開発したポータブルキーボードやデジタルピアノにプリセット

されている自動伴奏機能の制御データ群、すなわち「スタイルデータ（style data）」が、同社の許諾な
くMedeli社によって無断で複製され、同社の製品に組み込まれて販売されていたという点にある。裁
判所はこのスタイルデータが著作物として法的に保護されるべき対象であると認め、同社の主張を

支持する判決を下した。デジタル楽器において、演奏の質や表現の多様性を決定づけるスタイル

データは、ハードウェアの音源チップと同等以上に重要な競争力の源泉である。この判決は、中国の

司法がデジタル楽器特有のソフトウェア的資産の著作権性を認めた画期的な事例であり、国内外の

多数のメディアで広く報道されたことにより、類似のデータ不正利用に対する極めて有効な防衛策お

よび抑止効果を生み出したことが確認できる4。 

同社は自社の知的財産を適正に保護すると同時に他者の権利も尊重する方針を堅持している。グ

ローバルベースでの音楽ライセンス取得体制を強化するとともに、生成AI（Generative AI）等の新た
な技術がもたらすビジネスへの影響や法規制の動向にも注視している。さらに、社内における知的

財産リテラシーの向上を図るための教育コンテンツやセミナーを提供しており、法務・知財部門だけ

でなく全社的な権利意識の底上げを図っている4。 

8. 次世代イノベーション基盤：3つの研究領域と6つの先端技術分野 
新たな価値創造の源泉となる技術を生み出すため、同社は研究開発体制を大幅に刷新し、人間中

心のイノベーションを加速させるための基盤整備を実行している。同社の研究開発部門は「人」「モ

ノ」「人とモノを結ぶ」という3つの主要な研究領域を包括的ビジョンとして設定している。この抽象的
なビジョンを具体的な技術開発に落とし込むため、その下部構造として「AI・機械学習」「音楽情報処
理・信号処理」「感性工学」「シミュレーション・計測」「音響デバイス・素材」「ヒューマンインターフェイ

ス」という6つの先端技術分野を配置している。これらの分野において、音声トリガーによってバスドラ
ムの演奏を可能にする「VXD」技術や、膨大な音楽知識を学習させた「楽譜AI技術」など、伝統的な
楽器製造のクラフトマンシップと最先端テクノロジーを高度に融合させた研究が進展している。「技術

×感性」という独自の価値創造モデルは、単に音を鳴らす機械を作るのではなく、音・音楽の愉しみ方
を広げる体験価値そのものを設計するプロセスへと昇華されている1。 

9. オープンイノベーション拠点の展開：横浜シンフォステージの機能と役割 
これらの高度な技術開発を閉鎖的な実験室にとどめず、顧客やクリエイターとの共創を通じて市場

に適合させるため、同社は2023年12月22日に、首都圏の二つの新ランドマークにブランド発信と新
価値創造（R&D）の拠点を整備する計画を発表した。その一つが、横浜・みなとみらい地区に建設さ
れた「横浜シンフォステージ（YOKOHAMA SYMPHOSTAGE®）」である。本施設は2021年4月から株
式会社大林組等によって建設工事が進められ、2024年3月末に竣工、同年5月9日に複数店舗の開
業を迎えた。本拠点には演奏計測システムや試奏用防音室等が完備されており、演奏や立体音

響、ヒトの感性といった人間の体験に深く関わる技術のR&D対象分野として整備されている。この施
設の開設に伴い、既存の拠点であった「ヤマハミュージック 横浜店」や「ミュージックアベニュー横浜」



等は2024年春に閉鎖（予定として公表）され、機能の集約と高度化が図られた。横浜シンフォステー
ジは、1階にブランド体験エリアとピアノショールーム、2階に楽器体験エリアやライブスペース、3階に
大人の音楽教室等を配置しており、顧客の生の声や演奏データを直接的にR&Dプロセスへとフィー
ドバックする実証実験の場として機能している10。 

10. クリエイター共創拠点「Yamaha Sound Crossing Shibuya」の戦略的意義 
横浜拠点に続き、情報と文化の発信地である渋谷地区においては、「Shibuya Sakura Stage」内に『
Yamaha Sound Crossing Shibuya』（ヤマハサウンドクロッシング渋谷）を2024年11月15日にオープ
ンさせた（2024年11月14日発表）。この施設は、一般の顧客がブランドの世界観を自由に体感できる
体験施設「LAB」（SAKURAサイド3階）と、一般には非公開とされる研究開発のサテライト施設「
LOUNGE」（SAKURAタワー8階）という二つの機能で構成されている。「LOUNGE」には、プロアーティ
ストの仕事部屋をイメージした応接室・防音室が備えられており、各部屋をデジタルネットワークで繋

ぐことで、音出しをしながらの会議やレコーディング、ラフセッションが可能な環境が構築されている。

これらの首都圏における戦略的拠点の整備は、従来の静岡県浜松市を中心とする開発体制を補完

し、国内外の多様なミュージシャン、クリエイター、そしてテクノロジー企業との物理的な接点を劇的

に増加させるものである。これにより、市場の最前線における微細なニーズの変化や音楽の新たな

トレンドをリアルタイムで捕捉し、それを即座にAI技術や音響信号処理技術等の研究開発へフィード
バックするという、極めて機動的かつ実践的なイノベーション・エコシステムが稼働している9。 

11. 環境（E）領域におけるサステナビリティ戦略と無形資産の連動 
現代の企業経営において不可欠となっているサステナビリティ（持続可能性）の視点は、同社の知的

財産戦略および技術開発戦略の隅々にまで浸透している。「サステナビリティレポート2025」によれ
ば、同社は事業を通じた社会課題の解決を果たすため、環境、社会、文化、人材の各領域において

マテリアリティ（重要課題）を特定している。具体的なサステナビリティ活動の成果として、環境（E）分
野においては、楽器の主たる原材料である木材の保護と持続可能な調達に向けた「おとの森活動」

が推進されている。 

環境・サステナ

ビリティKPI（一
次情報の表記

名） 

数値・単位 対象期間 区分 出典 

持続可能性に配

慮した木材使用

率 

80% 2025年開示 実績 サステナビリティレ

ポート2025 



タンザニアにお

ける苗木植栽・

保全 

2万本/年 2025年開示 計画/実績 サステナビリティレ

ポート2025 

この活動の一環として、タンザニアにおける年間2万本の苗木植栽・保全や、北海道におけるアカエ
ゾマツを活用した楽器の製作といった施策が実行されており、同社の持続可能性に配慮した木材使

用率は80%（実績）に達している。これらの環境対応は、単なる材料調達の制約ではなく、代替素材
の開発や木材利用効率を極限まで高めるための新たな音響シミュレーション技術・加工技術の開発

を促進し、結果として新たな知的財産の創出に寄与している12。 

12. 社会（S）および文化領域における取り組みとガバナンス（G）体制 
知的財産の保護・活用方針は、独立した法務的課題としてではなく、「社会（S）」および「文化」という
広範なESGの枠組みの中で論じられている。知財活動は、自社の事業価値を防御し中長期的な企
業価値向上を支える基盤としてだけでなく、「音楽文化の普及・発展に資する製品・サービス・活動」

という同社の存在意義そのものを保護し、増幅させるメカニズムとして機能している。 

社会・文化KPI
（一次情報の表

記名） 

数値・単位 対象期間 区分 出典 

サプライヤー実

地監査 
60社 2025年開示 実績 サステナビリティレ

ポート2025 

社会課題関連取

り組み数 
20件 2025年開示 実績 サステナビリティレ

ポート2025 

Community 
Building with 
Music（開催回
数） 

1.2万回 2025年開示 実績 サステナビリティレ

ポート2025 

スクールプロ

ジェクト累計児

700万人 2025年開示 実績 サステナビリティレ



童数 ポート2025 

社会（S）分野では、バリューチェーン全体における人権尊重を担保するため、サプライヤー60社に
対する実地監査（実績）が実施された。さらに文化分野においては、音楽を通じて人と人がつながる

場を創出する活動（Community Building with Music）が1.2万回（実績）開催され、次世代の音楽教
育を支援するスクールプロジェクトにおいては累計参加児童数が700万人（実績）に達するなど、極
めて広範な社会的インパクトを創出している。これらの推進状況は、サステナビリティ委員会の下部

組織として設置された「社会・文化貢献部会」が主導的に担っており、経営レベルでの緻密なガバナ

ンスが効いていることが示されている。さらに、持続的かつ社会的な価値向上への全社的な取り組

みを一層強化するため、2023年3月期からは役員報酬（譲渡制限付株式報酬）の評価指標（経営目
標）にマテリアリティに基づくサステナビリティ目標が組み込まれており、知財戦略を含む社会的責任

の遂行が経営陣のインセンティブと直接的に連動する制度設計がなされている。ヤマハの知財戦略

は排他的な技術の独占を目的とするだけでなく、テクノロジーと感性の融合を通じて文化の多様性を

守り、社会全体の持続可能性を高めるためのオープンで公益的な側面を強く内包した、次世代型の

戦略的アプローチとして確立していると結論づけられる12。 

未確認/確認不能事項 
本レポートの作成にあたり、以下の事項については一次情報に基づく検証が不可能であった、ある

いは調査範囲内では確認できなかった。 

●​ 研究開発費の当期実績額・計画額​
2025年3月期ならびに2026年3月期における研究開発費（R&D費用）の厳密な当期実績額およ
び計画額について、{2026/02/20}時点で、有報（直近FY）・決算短信（直近4四半期）・統合報告
書（直近版）・公式IR/公式ニュース（直近24ヶ月）を確認した範囲では、当該情報を一次情報と
して特定できない（調査範囲内では確認できず）。 

●​ 組織図および研究開発拠点の詳細な一覧の抽出 組織図、ならびに各研究開発拠点の所在
地・役割を詳細に記載した公式ページ（

https://www.yamaha.com/ja/about/profile/organization/ 等）については、対象URLへのアクセ
スが不能（404等）であったため、本レポート内での検証不能（理由：アクセス不可）として扱う19

。 
●​ 知的財産基本方針および最新知財KPIの詳細データ 知的財産に関する基本方針、および「

Rebuild & Evolve」における2030年目標等のより具体的な知財関連KPIの数値設定について、
該当の公式ページ（https://www.yamaha.com/ja/about/intellectual_property/ および 
https://www.yamaha.com/ja/csr/data/）へのアクセスが不能であったため、検証不能（理由：ア
クセス不可）として扱う。また、取得可能なサステナビリティレポート等の範囲内では、これらの

特定数値を抽出できなかった12。 
●​ 有価証券報告書における最新の役員就任日および知財保護状況の記載 2025年3月期の有価

証券報告書に関する公式ページ（

https://www.yamaha.com/ja/about/profile/organization/
https://www.yamaha.com/ja/about/intellectual_property/
https://www.yamaha.com/ja/csr/data/


https://www.yamaha.com/ja/ir/library/flash-report/pdf/2025_yuho_yamaha.pdf）へのアクセ
スが不能であったため、当該文書に基づく代表者の具体的な就任日や最新の知財保護状況の

詳細に関する追記は検証不能（理由：アクセス不可）として扱う22。 
●​ 特許件数増減の直接的要因​

2024年3月末時点から2025年3月末時点にかけての、グローバル全体での特許保有件数（
8,667件＋2,744件＝11,411件相当から、4,676件への変動）の差異に関する直接的な要因や定
義変更の有無については、{2026/02/20}時点で参照した当該一次情報（統合報告書2024、サ
ステナビリティレポート2025等）では、その明確な理由を一次情報として特定できない（調査範
囲内では確認できず）。 

●​ ヤマハ株式会社とヤマハ発動機株式会社の記載区分 一部の提供資料（統合報告書2025等の
URLが global.yamaha-motor.com に属するもの）は、独立した別法人であるヤマハ発動機株
式会社（証券コード: 7272）の開示資料である。本レポートはヤマハ株式会社（証券コード: 7951）
の知財戦略を対象としているため、文脈上の混乱を避けるべくヤマハ発動機固有の記述（二輪

車の型式指定申請事案、VVAスイッチピンレイアウト等）は分析の対象外とし、調査範囲内では
確認できず（対象範囲外）として扱った23。 

●​ 特許ランキングの順位断定 2024 Top 300 Patent Owners List等の開示資料において、ヤマハ
株式会社に関する直接的な集計結果や順位の明示がスニペット内で確認できなかったため、ラ

ンキング順位については条件により変動し得るため一次情報として特定できない（調査範囲内

では確認できず）27。 

 

引用文献 

1.​ 統合報告書 - Yamaha Corporation, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://www.yamaha.com/ja/ir/library/publications/pdf/an-2025_print.pdf 

2.​ Annual Report 2025 - Yamaha Corporation, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://www.yamaha.com/en/ir/library/publications/pdf/an-2025e-view.pdf 

3.​ Sustainability Report 2025 - Yamaha Corporation, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://www.yamaha.com/en/sustainability/download/pdf/sr_2025_en.pdf 

4.​ Annual Report 2024 - Yamaha Corporation, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://www.yamaha.com/en/ir/library/publications/pdf/an-2024e.pdf 

5.​ 「Clarivate Top 100 グローバル・イノベーター2024」に選出 - Yamaha Corporation, 2
月 20, 2026にアクセス、 
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24031201/ 

6.​ 中国におけるPAアナログミキサー模倣品製造・販売・物流業者3社に対する刑事判決確
定のお知らせ - ニュースリリース - ヤマハ株式会社 - Yamaha Corporation, 2月 20, 
2026にアクセス、 https://www.yamaha.com/ja/news_release/2025/25061301/ 

7.​ 中国におけるPAアナログミキサー模倣品生産・販売業者に対する民事訴訟・勝訴のお
知らせ, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24012901/ 

8.​ 研究開発サイト - ヤマハ株式会社 - Yamaha Corporation, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://www.yamaha.com/ja/about/research/ 

9.​ 『Yamaha Sound Crossing Shibuya』（ヤマハサウンドクロッシング渋谷）を11月15日

https://www.yamaha.com/ja/ir/library/flash-report/pdf/2025_yuho_yamaha.pdf
https://www.yamaha.com/ja/ir/library/publications/pdf/an-2025_print.pdf
https://www.yamaha.com/en/ir/library/publications/pdf/an-2025e-view.pdf
https://www.yamaha.com/en/sustainability/download/pdf/sr_2025_en.pdf
https://www.yamaha.com/en/ir/library/publications/pdf/an-2024e.pdf
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24031201/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2025/25061301/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24012901/
https://www.yamaha.com/ja/about/research/


（金）にオープン, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/ 

10.​みなとみらい21中央地区に新たなランドマーク 『横浜シンフォステージ（YOKOHAMA 
SYMPHOSTAGE®）』が竣工 - ニュースリリース - ヤマハ株式会社 - Yamaha 
Corporation, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24041601/ 

11.​2024年に首都圏に誕生する二つの新ランドマーク「横浜シンフォステージ」と「Shibuya 
Sakura Stage」にブランド発信と新価値創造（R&D）の拠点を整備 - ニュースリリース - 
ヤマハ株式会社 - Yamaha Corporation, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2023/23122201/ 

12.​サステナビリティレポート 2025 - Yamaha Corporation, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://www.yamaha.com/ja/sustainability/download/pdf/sr_2025_ja.pdf 

13.​【表紙】 - EDINET, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UBDZ.pdf 

14.​ヤマハがブランド発信拠点＆研究開発のサテライト施設〈Yamaha Sound Crossing 
Shibuya〉を11月15日オープン - News - OTOTOY, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://ototoy.jp/news/120640 

15.​2025年3月期業績資料 
16.​2026年3月期 第3四半期決算短信〔IFRS〕（連結）, 2月 20, 2026にアクセス、 

https://www.yamaha.com/ja/ir/library/flash-report/pdf/2026q3_tanshin_yamaha.pd
f 

17.​ヤマハ銀座店に続く、首都圏でのブランド発信拠点 音楽や楽器を誰でも気軽に楽しめ
る体験型の「ブランドショップ」を横浜シンフォステージに、2024年春オープン - PR 
TIMES, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000755.000010701.html 

18.​音楽や楽器を誰でも気軽に楽しめる体験型の「ブランドショップ」を横浜シンフォステージ
に、2024年春オープン - ニュースリリース - ヤマハ株式会社 - Yamaha Corporation, 2
月 20, 2026にアクセス、 
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2023/23082901/ 

19.​1月 1, 1970にアクセス、 https://www.yamaha.com/ja/about/profile/organization/ 
20.​1月 1, 1970にアクセス、 https://www.yamaha.com/ja/about/intellectual_property/ 
21.​1月 1, 1970にアクセス、 https://www.yamaha.com/ja/csr/data/ 
22.​1月 1, 1970にアクセス、 

https://www.yamaha.com/ja/ir/library/flash-report/pdf/2025_yuho_yamaha.pdf 
23.​統合報告書 2025（2024年12月期）​ヤマハ発動機株式会社 - Yamaha Motor Global, 2
月 20, 2026にアクセス、 
https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/integrated-report/integrated2025/pdf/YMC
_IR2025_Jp.pdf 

24.​統合報告書2025 - 株主・投資家情報 | ヤマハ発動機 - Yamaha Motor Global, 2月 20, 
2026にアクセス、 
https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/integrated-report/integrated2025/ 

25.​ファクトブック - 株主・投資家情報 | ヤマハ発動機 - Yamaha Motor Global, 2月 20, 
2026にアクセス、 https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/library/factbook/ 

26.​Yamaha Motor Co., Ltd. ​Integrated-report 2024(fiscal year ended December 31, 
2023), 2月 20, 2026にアクセス、 

https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24111401/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2024/24041601/
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2023/23122201/
https://www.yamaha.com/ja/sustainability/download/pdf/sr_2025_ja.pdf
https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UBDZ.pdf
https://ototoy.jp/news/120640
https://www.yamaha.com/ja/ir/library/flash-report/pdf/2026q3_tanshin_yamaha.pdf
https://www.yamaha.com/ja/ir/library/flash-report/pdf/2026q3_tanshin_yamaha.pdf
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000755.000010701.html
https://www.yamaha.com/ja/news_release/2023/23082901/
https://www.yamaha.com/ja/about/profile/organization/
https://www.yamaha.com/ja/about/intellectual_property/
https://www.yamaha.com/ja/csr/data/
https://www.yamaha.com/ja/ir/library/flash-report/pdf/2025_yuho_yamaha.pdf
https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/integrated-report/integrated2025/pdf/YMC_IR2025_Jp.pdf
https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/integrated-report/integrated2025/pdf/YMC_IR2025_Jp.pdf
https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/integrated-report/integrated2025/
https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/library/factbook/


https://global.yamaha-motor.com/ir/integrated-report/integrated2024/pdf/YMC_I
R2024_Eng.pdf 

27.​Top 300 Organizations Granted U.S. Patents in 2024 - Intellectual Property 
Owners Association, 2月 20, 2026にアクセス、 
https://ipo.org/wp-content/uploads/2025/01/2024-Top-300-Patent-Owners-List.
pdf 

https://global.yamaha-motor.com/ir/integrated-report/integrated2024/pdf/YMC_IR2024_Eng.pdf
https://global.yamaha-motor.com/ir/integrated-report/integrated2024/pdf/YMC_IR2024_Eng.pdf
https://ipo.org/wp-content/uploads/2025/01/2024-Top-300-Patent-Owners-List.pdf
https://ipo.org/wp-content/uploads/2025/01/2024-Top-300-Patent-Owners-List.pdf

	ヤマハの知財戦略：無形資産の最大化と次世代イノベーション基盤の構築に関する構造的分析 
	エグゼクティブサマリ 
	Evidence Index 
	主要案件クロノロジー 
	組織・施設スナップショット（As-of 2026/02/20） 
	研究組織・分野テーブル 
	施設一覧テーブル 

	本文 
	1. コーポレート戦略における「無形資産」の戦略的定義と位置づけ 
	2. 新中期経営計画「Rebuild & Evolve」の目標と事業ポートフォリオ 
	3. 最新の財務業績と資本政策：事業利益と特別利益の構造 
	4. 知的財産ポートフォリオのグローバル展開と構成比の変遷 
	5. Clarivate Top 100選出に見る特許の質的評価 
	6. アジア市場における権利防衛：中国PAミキサー模倣品事案の経緯 
	7. デジタルアセットの保護：ソフトウェアおよびスタイルデータの著作権戦略 
	8. 次世代イノベーション基盤：3つの研究領域と6つの先端技術分野 
	9. オープンイノベーション拠点の展開：横浜シンフォステージの機能と役割 
	10. クリエイター共創拠点「Yamaha Sound Crossing Shibuya」の戦略的意義 
	11. 環境（E）領域におけるサステナビリティ戦略と無形資産の連動 
	12. 社会（S）および文化領域における取り組みとガバナンス（G）体制 

	未確認/確認不能事項 
	引用文献 



